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　【目的】1989年の文部省の学習指導要領の改訂で、中学校と高等学校では男女共学となり、領域の再編成がなされ、教育内容も変化した。それを受けて家庭科教育の現場であ

る学校はどのように対応し、授業実践にどのような傾向が見られるようになったか、そ
の変化と特徴を把握することを目的とする。

　【方法】家庭科教育関連雑誌｢家庭科教育｣｢月間家庭科研究｣｢新しい家庭科We｣の

3誌をとりあげ、1990年4月号から1995年9月号までに掲載された家族及び保育に関する領
域の授業実践の動向と変化を分析した。
また、高齢者に関する授業実践の報告10例を学習形態、内容、授業方法、生徒の意識や

反応、教師の考えに分けて分析した。
　【結果】(1)学校段階別では、中学校と高等学校からの実践報告が多く見られた。

(2)領域別では、家族領域での報告例は、毎年10件ほどと安定しており、学校段階による
違いも小さかったが、保育領域での報告例は小学校できわめて少なかった。
(3)履修形態別では、小、中、高等学校いずれも男女共学が圧倒的に多かった。
(4)実践内容別では、高等学校の家族領域で、女性問題と社会保障が、保育領域で乳幼児
の成長発達と性教育が多く取り上げられていた。また、高齢者問題についての授業報告

がかなり取り上げられるようになったことが注目される。

(5)現場の教員が学習指導要領の変化を歓迎し、自主教材を併用し、学習内容を発展拡充
するなど意欲的に取り組んでいる姿勢が明らかになった。
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【目　的】男女共学となった家庭科の指導内容として「住居」は比較的男子向きの領域と

みなされる。こうした意味で内容の再検討が必要となるが、男子生徒も含めた生徒の意向
を探ることも大切であると考え、アンケート調査を実施した。

　【方　法】対象は、都市群として横浜市と京都市の中学校あわせて３校（589名）と地方群
として徳島県と宮崎県の５校（639名）の３年生である。アンケートは中学校「住居」領域

として適当と考えられる10領域50項目の質問項目を作成し、そのうち学習したいと思う項

目には○印を、学習したくない項目には×印を記入する方法で回答を求めた。調査は1995
年７月～11月にかけてである。

　【結　果】生徒の「学習したい」との回答が過半数をこえた項目は50項目中、14項目あっ
た。支持が高かったのは「住宅の安全に関する知識を得る」という項目の他、インテリア

に関する項目と自分の部屋（子ども部屋）に関する項目で、この２つの分野が支持を得た

14項目の半分を占めた。逆に「学習したくない」との回答が過半数をこえたものは50項目
中、12項目あり、気候風土と住まいの関係や居間や食事の場に関する内容などがあげられ

た。男女別には、女子はインテリアへの指向が強く、男子は住まいの設備の他、住宅の外
側へと関心が向いている傾向がみられた。地域による大きな相違はみられなかったが、住

宅事情の厳しい都市群の中学校では住宅の現状に触れる内容については拒否的であった。
全体として生徒が望む学習内容と学習指導要領が指示する内容にはズレがみられた。
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